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２０２０（令和２）年１２月２日 

 

令和２年度「滝井繁男行政争訟奨励賞」受賞記念講演 

大阪アスベスト弁護団の活動～泉南アスベスト国賠訴訟を中心に～ 

 

                    大阪アスベスト弁護団 

団長 弁護士 村 松 昭 夫 

 

１ 受賞にあたって 

  大阪アスベスト弁護団を代表しまして、今回の受賞に対して心よりお礼申し上げます。

というよりも、大変名誉なことであります。 

  この賞は、滝井先生の遺言に基づき設立された基金の活動の一環として、「行政争訟の

活性化の実現のため、優れた研究や顕著なる功績を残した個人又は団体」に授与される

ものと聞いておりますが、行政争訟に取り組んでいる多くの弁護団、団体があるなか

で、今回、当弁護団が選出されたことは、本当に名誉なことであり、大いに励まされて

いるところでもあります。 

  そこで、少し時間をいただきまして、受賞理由のなかで、とりわけ当弁護団の活動を

評価していただきました泉南アスベスト国賠訴訟の取り組みを中心に、当弁護団の活動

等を紹介させていただきます。 

  まず、アスベストの危険性という問題に少し触れさせていただきます。 

  ご承知のように、アスベストは、天然の鉱物で、耐火性、耐熱性などに優れているこ

とから「魔法の鉱物」と言われ、古くから断熱材や保温材などに広く使用されておりま

した。しかし、その一方で、極細い繊維ですので、それが肺の奥深くに突き刺さり、１

０数年から４０年もの長期間をかけて中皮腫や肺がんなどを発症させるという極めて危

険な物質でもあります。それ故に、「静かなる時限爆弾」とも言われています。 

  わが国には約１０００万トンが輸入され、それが約２０００種類もの製品に使用され

てきましたので、その被害も経済活動のあらゆるところ、採掘、運搬、流通、加工、使

用、解体、廃棄など経済活動の各過程で発生しています。実際にも、当弁護団もあらゆ

る場面で発生した被害の救済事案を扱っています。 

  そして、今からご紹介します泉南アスベスト被害は、そうしたわが国のアスベスト被

害の原点とも言える被害であります。 

 

２ 泉南アスベスト国賠訴訟の取り組みについて 

  では、泉南アスベスト国賠訴訟に関する当弁護団の活動の紹介をさせていただきま

す。 

  弁護団結成のきっかけは、何と言っても、２００５年の「クボタ・ショック」でし

た。２００５年６月、クボタ神崎工場とその周辺で多くの中皮腫被害が発生しているこ
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とが明らかになり、大々的に報道されました。これがいわゆる「クボタ・ショック」と

言われるものです。 

  工場内だけでなく、工場周辺にも、「公害」、環境汚染としてアスベスト被害が大規模

に発生していることが明らかになったという点で、大きな衝撃を与えました。 

  私自身も、長く西淀川大気汚染公害訴訟に関わりましたが、西淀川公害を発生させた

工場の多くも、クボタ神崎工場と同様に尼崎の臨海部に立地していました。大気汚染公

害と同時期に、それも同じ地域でアスベスト汚染も深く静かに進行していたという事実

に大きな衝撃を受けました。 

  同時に、環境経済学の大家でいらっしゃいます宮本憲一先生から、いよいよ顕在化し

た日本のアスベスト被害に公害弁護士はどう取り組むつもりかという、アスベスト問題

への取り組みを促す手紙もいただきました。 

  そして、じん肺弁護団の芝原明夫弁護士の呼びかけで、じん肺弁護団に大気汚染公害

訴訟や能勢ダイオキシン事件などに関わった弁護士、当時登録したばかりだった５８期

の新人弁護士も加わって、大阪じん肺アスベスト弁護団が結成され、取り組みが始まり

ました。本当に若手弁護士が多く、提訴前に泉南で講演をしていただいた宮本憲一先生

からは「この弁護団で本当に大丈夫か」と心配されました。当初は、「大阪じん肺アス

ベスト弁護団」をもじって「大阪心配、明日はベストの弁護団」と言われたことを覚え

ています。 

  弁護団が具体的に行なったのは、１００年も前から石綿紡織業が地場産業として発展

した大阪泉南地域での被害の掘り起こしでした。 

  地元の市民の有志やお医者さんと協力して、「医療・法律相談会」を開催するなどし

て、被害の掘り起こしを進めました。元労働者や家族、近隣住民など私たちの予想を越

える２００名近くの方が相談に訪れました。 

  同時に、研究者の皆さんの協力も得て、泉南地域の石綿紡織業の歴史と構造、その裏

側での被害発生等について、行政資料の調査や当事者の聞き取りを行うなどして、被害

発生の原因と責任を究明する作業も行いました。そうしたなかで、泉南アスベスト被害

がこれほどまでに広がった構造と原因が明らかになっていきました。それについて、私

は、以下のようにまとめています。 

 

  「泉南地域では、約１００年間にわたって石綿紡織業が地場産業として隆盛し、最盛期には、泉

南市・阪南市の狭い地域に、２００以上の石綿工場が集中し、わが国の石綿紡織品の７割から８割

を生産していた。石綿紡織品は、耐火性や耐熱性などの優れた特性のために自動車、造船、運

輸機械などの基幹産業に使用され、その発展に大いに貢献した。しかし、泉南地域の石綿工場

の多くは、従業員が１０名以下の小規模零細で、経営基盤も貧弱であったことから労働環境はき

わめて劣悪であり、そうした劣悪な労働環境のなかで、最も危険な石綿そのものを原料として

扱っていた。したがって、泉南地域の石綿工場は、もともと放置すれば石綿肺などの石綿関連

疾患が多発する構造的な危険地帯であった。一方、泉南地域の石綿被害は、すでに７０年以上

も前に国自身の調査によって明らかにされていた。旧内務省保険院の助川医師らは、早くも１９３
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７年から、詳細な労働実態調査（保険院調査）を実施し、そのなかで、レントゲン検査を行った労

働者６５０人の実に１２．４％が石綿肺あるいはその疑いがあると報告していた。こうした調査結

果から、助川医師らは、『特に法的取締まりを要することは勿論である』と警告し、緊急対策、法

的規制の必要性を指摘し、具体的な規制や対策の提言も行っていた。戦後も、１９５５年前後から

国が関与した調査が繰り返し実施され、その都度、石綿肺罹患率は１０％以上、勤続２０年以上

では８０～１００％が石綿肺に罹患するという驚くべき被害実態が報告され、戦前と同様、あるい

はそれ以上の被害の進行が確認されていた。にもかかわらず、アスベスト製品が鉄鋼、造船な

どわが国の経済発展に不可欠であったことから、実効性のある規制や対策が行われず、そのた

め泉南地域では、石綿工場内はもちろん工場外まで石綿粉じんが大量に飛散し、工場労働者

だけでなく、近隣住民や労働者の家族にも石綿被害が発生し、家族ぐるみ、地域ぐるみの被害と

して進行した。まさに、泉南地域は、７０年以上も前から凄まじい石綿被害の現場であり、そこに

は、国による石綿産業の保護育成と必要な規制や対策を行わないという怠慢が深く関わってい

た。」【村松昭夫「大阪・泉南アスベストの闘い－弁護団は何を考え、どう取り組んだか」特集／

大阪・泉南アスベスト国賠訴訟最高裁判決、労働法律旬報２０１５年４月上旬号２１～２２頁】。 

 

  こうした検討結果を踏まえて、国の規制権限不行使を問う泉南アスベスト国賠訴訟を

提起することになりました。 

  同時に、２００４年に、筑豊じん肺訴訟と水俣病関西訴訟において、最高裁が相次い

で行政の規制権限不行使の違法を認める判決を言い渡していたことが大きな支えになり

ました。ご承知のように、水俣病関西訴訟の最高裁判決の裁判長は滝井先生でした。 

 

３ 訴訟提起と最高裁勝利判決 

  ２００６年５月２６日、国の規制権限不行使の違法を問う泉南アスベスト国賠訴訟を

提起しました。当初は、原告被害者はわずか８名でしたが、アスベスト被害の国の責任

（規制権限不行使の違法）を問う初めての集団訴訟でしたので、社会的にも大いに注目

されました。 

  争点は、予見可能性、局所排気装置等の対策の技術的可能性、規制権限不行使が違法

となる判断基準とその考慮要素など多岐に及びましたが、要は、国は、被害発生を知っ

ていた、また、被害の発生と拡大を法的にも技術的にも防止することができた、にもか

かわらず、その規制や対策を怠った。つまり、「国は、知ってた！できた！でも、やら

なかった！」、このことをめぐっての攻防でした。 

  その後の８年半に及ぶ泉南アスベスト国賠訴訟の闘いを総括すれば、以下のようなも

のになります。 

 

  「大阪・泉南アスベスト国賠訴訟は、２００６年５月の提訴から２０１４年１０月９日の最高裁判決、２

０１５年１月１８日の厚生労働大臣による正式な謝罪まで８年半を要した。被害の掘り起こし、訴訟

準備を含めれば１０年近くの闘いであった。この間に死亡した原告被害者は１６名にものぼった。

２０１１年８月には、１陣高裁で『産業発展のためには、いのちや健康が犠牲になってもやむを得
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ない』という驚くべき不当判決にも遭遇した。判決直後は、こんな理不尽、不正義な判決がまか

り通るはずはないと思いながらも、最高裁での闘いの困難さを考えると、暗澹たる気持ちになっ

たのも事実である。そこからの３年あまりは、大袈裟にいえば、一瞬たりとも気の抜けない緊張し

た法廷内外の闘いが続いたと言ってよい。ここから、２陣地裁判決、２陣高裁判決、そして、最高

裁判決と続いた闘いが、本当の正念場の闘いだった。１陣高裁の不当判決で崖っぷちに追い詰

められながらも、原告団、弁護団、研究者、医師、支援者が、不当判決に負けてたまるかの思い

で、再度腹を据えた法廷内外の闘いを構築し、最高裁勝利と最終解決を勝ち取ることができ

た。」【前掲労働法律旬報２０頁】 

 

  最高裁判決後も、弁護団は、最高裁判決の成果を広く被害者救済につなげる活動を粘

り強く続けています。 

  最も大きな成果は、最高裁判決直後に、当時の厚労大臣が、泉南被害者と同様の状況

下で被害にあった者に対して、提訴すれば、泉南最高裁判決の救済基準に基づいて和解

によって救済するという大臣談話を発表し、かつ、その後、少し時間はかかりました

が、その周知徹底の方策として、泉南最高裁判決の救済基準に基づいて救済される可能

性がある被害者に対して、個別通知、すなわち、国自ら、訴訟を起こせば和解で救済す

る旨の通知を被害者宛てに出させたことです。こうしたことから、最高裁判決後の６年

間で全国約８００名の方々の救済に繋がっています。 

  わずか８名の原告で始まった訴訟でしたが、まだまだ不十分とはいえ、多くの被害者

を救済する司法救済システムを構築することが出来たということは、ある意味、この訴

訟が、当該被害者の救済を越えた「政策形成訴訟」という意味でも成果をあげたのでは

ないかと思っています。 

  この点に関連して、滝井先生は、最高裁判事を退官された後の著書のなかで「民事訴

訟の果たす役割」として、次のとおり述べておられます。 

 

  「民事訴訟は、もともと個人間の紛争の解決という形をとるものの、最近には、当事者の個人

的利害を超えた社会的問題の解決を求めるという性質をもつものが少なくない。もとより、そこ

で主張されている利益は当事者の個人的利益ではあるが、当事者固有のものであるというよ

り、当事者を含む集団の利益と言うべきものであることが多い。」「わが国においては立法の対

応が、とりわけ社会的弱者と言われる者の利益にかかわる場面では緩慢ではないかと思われ

ることが少なくなく、そのようなとき、裁判所があくまで立法的措置をまつということでよいので

あろうか。」「この１０年前後の民事裁判の新しい判断の跡をふりかえると、民事訴訟は全て当事

者間の紛争を解決するものではあるが、その解決のなかで示された法解釈は同じような紛争

の解決の指針となり、具体的な法の維持形成を図るという求められた役割を果たしてきたと言

えるものが少なくないと思うのである。」【滝井繁男『最高裁判所は変わったか 一裁判官の自

己検証』岩波書店２００９年２３９～２４２頁】 

 

  泉南アスベスト国賠訴訟も、少しは、こうした司法の大切な役割を果たすことができ
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た訴訟だったのではないか、その意味で、滝井先生も今回の受賞を喜んでくださってい

るのではないか、と思っています。 

 

４ 当弁護団の特長 

  当弁護団は、３０期代から新人弁護士まで、約３０名の弁護士が参加して、あらゆる

アスベスト被害の救済はもちろん、被害の発生防止に関する法整備に関しても、パブリ

ックコメントへの対応や意見書の提出などの活動を行っています。 

  弁護団活動で大事にしていることが３点あります。 

  まず、何よりも被害者に寄り添って、その救済のために労をいとわずに全力を尽くす

という点です。これは当たり前のことではありますが、１５年間で弁護団に蓄積してき

た経験も含めて、知恵を出し合ってあらゆる可能性を追及するようにしています。 

  ２つ目は、アスベスト問題に取り組む全国の弁護団や団体との連携と協力を重視して

いる点です。アスベスト問題は大きな問題であり、今後１０年、２０年と続く問題でも

ありますし、各弁護団や団体も様々な活動を行って大きな成果を積み重ねていますの

で、そうした弁護団や団体との連携は不可欠と思っています。 

  第３は、医師はもちろん、民法や憲法・行政法などの研究者、環境経済学、環境社会

学、技術論などの研究者から知恵をお借りし、時には共同研究を行ってきましたが、こ

のことの重要性を実感しています。 

  そして、「必要なこと、やるべきことは、法廷内外を問わず、すべてやり切る」という

姿勢を大切にしています。 

  こうした当弁護団について、日本の社会運動を研究しているあるフランスの社会学者

からは、「思考が解放された弁護団」と評していただいています。老いも若きもすべて

の弁護団員が自由闊達に意見交換を行い、知恵と力を結集する、そうした活動を評した

ものと思っています。 

  また、これはちょっと自慢になるのですが、こうした場ですのでお許しください。最

高裁第１小法廷で泉南アスベスト訴訟を担当された山浦善樹裁判官が、判決から２カ月

後、まだ最高裁裁判官在任中に、東京弁護士会の新年会の来賓あいさつで、以下のよう

に述べられたそうです。 

 

  「事件記録を読むと、被害者の生活支援から外国文献調査などの証拠収集に至るまであらゆ

ることをやっている。この事件の代理人を、私は直接は存じ上げてないが、自分は法壇の高いと

ころにいるわけだが、たいへんに頭の下がる思いがした。判決を書き、司法もたまには正義を

実現することがあると感じた。解決まで長い時間がかかり、もう少し早く救済できればという思い

もあるが、救済の判決に関わることができて良かったと感じている。」【前掲労働法律旬報２９頁

参照】 

 

  もちろん、判決内容には不満もあり、「たまには」ではなく「常に」正義を実現してほ

しいと突っ込みもいれたくなる、と労働法律旬報にも書きましたが、この事件を担当し



6 

 

た最高裁裁判官の当弁護団に対する評価として、大変光栄に思っています。 

 

５ 滝井先生から学んだこと 

  個人的な話になりますが、滝井先生から直接学んだことを少しお話しさせていただき

ます。 

  ４０年前、私は大阪修習でしたが、大阪弁護士会の修習で大阪空港騒音訴訟の講義が

ありました。弁護団からは、副団長の滝井先生と事務局長の久保井一匡先生が出席され

ました。 

  その講義で、私たち修習生に、原告側はどうして損害論として包括一律請求を行うと

思うかという問いかけがありました。私たちは、被害の共通性があるからなどと答えま

したが、お２人は、それは原告団の団結と早期救済の必要性からであるとお話されまし

た。集団訴訟では原告団の団結が大切であり、原告の請求に差を付ければ団結が損なわ

れる。また、積み上げ方式の請求ではいつになっても訴訟は終わらない。実務家として

の発想の重要性を学びました。 

  もう１つ、当弁護団では、１陣高裁での敗訴判決後に、すでに退官しておられた滝井

先生に懇談の機会を持っていただき、最高裁の裁判官をどう説得したらよいか、具体的

には、上告受理申立理由書をどう書いたらよいかをご相談させていただきました。 

  滝井先生からは、とにかく、弁護士の書面は長い、長い書面は良くない、２０頁で裁

判官を説得できるような「簡にして要を得た」書面でないとダメだと厳しく指摘された

ことを覚えています。 

 

６ 今後の課題と取り組み 

  現在、当弁護団の現在の最重要課題は、遅くとも来年前半には判決が出ることが確実

な建設アスベストの最高裁判決で勝利することです。 

  国の責任の関係では、労働者ばかりでなく、一人親方に対する責任も認められるかど

うかが最も重要な争点となっています。建設アスベスト被害は、今でも１万名を超え、

毎年数百名規模で新たな被害者が発生していますので、最終的な被害者数は２万名とも

３万名とも言われています。建築現場に多くいる一人親方に対する国の責任が認められ

れば、建設アスベスト被害の救済も大きく前進します。そして、引き続く、立法、行政

的な解決も含めて、一層取り組みを前進させるべく、今後も、弁護団一丸となって、や

るべきことをやり尽くす決意です。 

 

  ご清聴ありがとうございました。 


